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ワーク・ライフ・バランス推進施策に関する
分析枠組みの検討

鈴木　奈穂美

はじめに

2007年12月に、ワーク・ライフ・バランス

推進官民トップ会議1が、「仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）憲章（以下、WLB憲

章という）」及び「仕事と生活の調和推進のた

めの行動指針」を策定してから、15年が経過

する2。この間、日本のワーク・ライフ・バラ

ンス（以下、WLBという）推進施策は、前身

の少子化対策、子育て支援施策、男女共同参画

施策を発展させながら整備されてきた。近年は、

保育所の整備、相談事業を含む子育て支援施策、

介護保険を含む高齢者介護施策、仕事と育児・

介護の両立施策、働き方改革、女性活躍推進施

策、仕事と治療の両立など、施策のすそ野が拡

大している。WLB推進施策は、子育て世帯な

ど特定の属性に限らず、全ての労働者を対象に

したWLB実現のための施策が登場している。

そのため、WLB推進施策の全容を掴むには、

多様な論考を重ねる必要がある。しかしながら、

紙幅に限りがあることから、本稿では、仕事と

ケアの両立に焦点を当てて、WLB推進施策の

分析枠組みを検討することを目的とする。

本稿の構成だが、第1・2節でWLB推進施策

の内容を明らかにし、第3節で、ケアの定義を

確認する。第4節では、福祉レジーム論で用い

られた脱商品化概念や脱家族化概念をを再考し、

家族政策のとらえ方を整理する。第5節では、

WLB推進施策の分析枠組みを提起する。

第1節　WLB推進施策とは何か

WLBを分析する理論的枠組みは、マクロ、

メゾ、ミクロの３つのレベルに分けることがで

きる（松田2012：89-92）。マクロレベルには、

社会政策学、政治学、労働社会学など政策レベ

ルに焦点を当てた研究がある。福祉レジーム論

やディーセント・ワーク論などの理論に基づき、

WLB推進施策の推移や施策効果、福祉国家と

WLB推進施策との関連などの観点から分析す

る。メゾレベルには、経営学、労使関係論など

中間集団に焦点を当て研究がある。ダイバーシ

ティ・マネジメント論やワーク・ライフ・シナ

ジー論などの理論に基づき、人材確保や生産性

向上といった観点から分析がおこなわれている。

ミクロレベルには、精神医学、社会心理学、家

族社会学などで個人やカップルに焦点を当てた

研究がある。ストレス論やコンフクリクト論な

どの理論に基づき、男女の働き方や家族・生活

の実態、仕事が家族・生活に及ぼす影響等の分

析なされる。つまり、WLB研究は、個人・カッ

プルでの関係性だけでなく、公的な制度・政策

を通じた支援や勤め先など中間組織による集団

的な推進体制の分析が欠かせないといえる。

WLB推進施策は、もともとファミリー・フ

レンドリー施策から脱却した概念である。その

後、内閣府は、「仕事とのバランスは家庭生活

にだけ限定されるものではなく、性別や年齢に

関係なく、家族への支援を必要とする人もそう

でない人も対象となるような施策が必要」であ
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るという認識が高まり、多様な生き方が選択・

実現できる社会の実現に向けた包括的なWLB

推進政策の整備につながったと考えられる（内

閣府政策統括官（共生社会政策担当）2006）。

WLB憲章では、「仕事と生活の調和」を「国民

一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働

き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地

域生活などにおいても、子育て期、中高年期と

いった人生の各段階に応じて多様な生き方が選

択・実現できる社会」と定義し、（1）就労によ

る経済的自立が可能な社会、（2）健康で豊かな

生活のための時間が確保できる社会、（3）多様

な働き方・生き方が選択できる社会の実現をめ

ざしている3。したがって、WLBは、仕事とケ

ア（育児・介護等）の両立をはじめ、各ライフ

ステージで個人が望む生き方を主体的に選択で

きる社会をめざしたものである。

WLB社会の実現には、労働者と使用者をは

じめとする国民が、積極的にWLBに取組むこ

とに加え、国や地方自治体からの支援も欠かせ

ない。この点をふまえ、WLB憲章には、WLB

を「社会全体の運動として広げていく必要があ

る」と明記している。また、WLB憲章は、

WLBを「『明日への投資』として積極的にとら

えるべき」であるとし、使用者に対して、

WLB推進施策をコストとする認識から脱却す

るよう促している（ワーク・ライフ・バランス

推進官民トップ会議2010）4。

内閣府は、主なWLB推進施策を、休業制度、

休暇制度、働く時間の見直し、働く場所の見直

し、その他の5つに分類した（表1－1）。この

分類から、2000年代半ばのWLB推進施策は、

仕事とケアの両立に主眼が置かれていたことが

わかる。これらの施策のうち、休業制度と休暇

制度には、労働者がケア責任を果たすために、

有償労働から一時的離脱する施策と復帰支援が

ある。働く時間と場所の見直しは、有償労働の

時間と場所を柔軟に管理するなど、働き方改革

の内容が含まれている。その他には、経済的支

援、ケアサービス支援、WLBに関する情報提

供、相談事業、再雇用支援がある。経済的支援

には、雇用保険から育児休業給付金と介護休業

給付金がある。ケアのために有償労働を制限す

ることに対する公的な経済的支援である。これ

らWLB推進施策は、国が法制度として整備し

ているものもあるが、企業等の使用者が法律を

上回る措置を講じていることもある。また、相

談事業など、使用者や自治体が独自に行ってい

るものもある。

第2節　使用者によるWLB推進の
	 取組み

使用者がおこなうWLB推進施策をみてみよ

う。佐藤は、企業などの事業主がおこなう

休業制度
育児休業
介護休業
休職者の復帰支援

休暇制度
看護休暇
配偶者出産休暇
年次有給休暇の積立制度

働く時間
の見直し

勤務時間のフレキシビリティ
（フレックスタイム制度／就業時間の
繰り上げ・繰り下げ）
短時間勤務制度
長時間勤務の見直し

働く場所
の見直し

勤務場所のフレキシビリティ
（在宅勤務制度／サテライトオフィス
制度）
転勤の限定

その他

経済的支援
事業所内保育施設
再雇用制度
情報提供・相談窓口の設置

資料　内閣府（2006：11）を基に筆者が加筆修正。

表 1－ 1　主なWLB推進施策の類型
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WLB推進の構成要素を家に例えて説明する（佐

藤2008：9-10）。1階建て部分は、雇用者の「時

間制約」を前提とした仕事管理・働き方の実現、

2階建て部分は、WLB支援のための制度導入と

制度を利用できる職場づくり、土台部分は、多

様な価値観、生き方、ライフスタイルを受容で

きる職場づくりである（表2－1）。WLBを推

進するには、これら３つの取組みが必要条件と

なる。佐藤によると、1階建て部分の取組みは

進んできているものの、制度が利用しにくいな

ど、2階建て部分や土台部分の課題が存在する

（佐藤2008）。

1階建ての部分でおこなわれる労働者の「時

間制約」を前提とした人材マネジメントとは、

時間資源の総量を所与として、その時間資源の

範囲内で実現可能な仕事の付加価値の最大化を

目指したマネジメントである（佐藤2008：12）。

労働者の生活時間は有限であることから、この

ようなマネジメントをおこなうことで、結果的

に生産性の向上に貢献できると考える。

2階建て部分に関して、WLB推進施策を活用

しやすい職場にするため、上司・同僚に対して、

気兼ねなく施策を利用できる工夫が必要である。

例えば、育児休業制度を利用した労働者がいる

場合、代替人材の確保という措置では、復職後

の配属の際に課題が生じる場合がある。そのた

め、その都度、職場全体の職務分担や仕事の仕

方などの見直しが求められる。見直しによって

業務量が増えることがあれば、職場内で他の人

に振り分け、下位の職階への仕事を順送りして

対応する。そして、休業する労働者だけの仕事

を見直しするにとどまらず、「職場全体の仕事

の配分や仕事の内容・方法を見直して、職場全

体として無駄な仕事をなくして、仕事を再分

配」していくことが考えられる（佐藤2008：

17）。

この「順送り方式」を円滑に機能させるため、

3つの取組みが必要となる（佐藤2008：17-19）。

第1は、恒常的な長時間残業などが解消されて

いることである。これは1階建て部分にある時

間制約を前提とした人材マネジメントと働き方

の定着を意味している。第2は、同じ職場の同

僚が、仕事をカバーできる幅広いスキルを保有

することである。それには、日頃から、仕事の

重複化やローテーション、情報共有などをおこ

なう必要がある。第3は、職場の同僚へのサ

表 2－ 1　ワーク・ライフ・バランス推進のための事業主の取組み

佐藤（2008：9-29）を基に筆者作成。

WLB
推進施策
の構造

WLB推進施策カテゴリー 具体的なWLB推進施策

2階 WLB支援に関わる制度を活用できるように
日常的な人材マネジメントを実施する

・制度を利用しやすい職場づくりをする
・職場全体の仕事の分担や仕事の仕方などを見
直し、「順送り方式」で対応する

1階
雇用者の「時間制約」を前提とした仕事管理
や時間管理など人材マネジメントと働き方改
革を実施する

・育児休業や短時間勤務など労働者に対する
WLB支援制度を導入する

・社員の「時間制約」を前提とした仕事管理・
働き方を実現する

土台 雇用者の多様な価値観やライフスタイルを受
容できる職場風土にする

・管理職が部下に対して仕事優先の価値観を求
めることを是正するなど、多様な価値観、生
き方、ライフスタイルの変容を許容する職場
づくりをする
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ポートに対する「お互い様意識」を職場に醸成

することである。そのためには、WLB支援の

対象範囲を広くし、誰しもが、WLBの当事者

となりうると職場に浸透させることが有効であ

る。

土台部分は、近年、ダイバーシティ・インク

ルージョン施策として、各企業が取組みを進め

ている。ダイバーシティ・インクルージョン

（以下、DIという）は、「多様性の受容」であり、

ダイバーシティ・マネジメントなどとも言われ

る（中村2017：60）。中村は、DIを「多様な人

材を企業組織に受け入れ、それらすべての人々

が多様性を活かしつつ、最大限に自己の能力を

発揮できると感じられるよう戦略的に組織変革

を行い、企業の成長と個人の幸福に繋げようと

するマネジメント手法」と定義する（中村2017：

62）。

荒金は、DIを「多様な属性・価値観をもつ

人材を受容し個人と組織の活性化や成長につな

げる戦略」とし、この戦略の一環としてWLB

の推進を位置づける（荒金2013：65）。また、

荒金は、WLBを「業務効率化を図りながら柔

軟な働き方を通じて仕事や生活の満足度を高め

るもの」と捉え、「私生活と仕事の共存により

個人と組織にWin-Winをもたらす考え方」とす

る。したがって使用者がおこなうWLB推進施

策には、仕事とケアの両立支援の整備に限らず、

「残業削減や業務効率化、チーム力の向上、自

己啓発やボランティア活動支援、宗教や慣習へ

の配慮など、多様な人々の力を引き出すための

施策」が含まれる（荒金2013：65）。

経済同友会は、21世紀の働き方として「ワー

ク＆ライフ　インテグレーション」という概念

を提起し、DIの実践を経営者（使用者）に求

めた（経済同友会2008：14）。経済同友会のDI

概念は、「会社における働き方と個人の生活を、

柔軟に、かつ高い次元で統合し、相互を流動的

に運営することによって相乗効果を発揮し、生

産性や成長拡大を実現するとともに、生活の質

を上げ、充実感と幸福感を得ることを目指すも

の」である。

これらの定義をふまえると、土台部分となる

DIは、育児や介護をしている労働者以外にも、

外国籍の労働者や障がいのある労働者など、幅

広い対象の働きやすさを実現するための経営戦

略であり、労働者個人の仕事と生活の満足度の

向上と、生産性の向上や組織の活性化を含む概

念である。これは、2階建て部分にあたる「お

互い様意識」を醸成することにつながる。これ

ら土台部分と2階建て部分の取組みが拡大すれ

ば、有名無実のWLB支援ではなく、利用可能

な支援となる。

DIなど雇用政策を中心としたWLB論に対し

て、批判的な見解もある。原は、有償労働、無

償労働、福祉の3領域を連携する「社会的ケア」

概念（Daly and Lewis 1998）を参照し、雇用と

家族の連携をめざすWLB推進施策は、ジェン

ダー平等、ケアの社会的承認、社会保障を含め

て検討をおこなう必要性を指摘する。しかし、

現実は、雇用政策と少子化対策に組み込まれた

形でWLB推進施策が展開されている（原

2013：35）。雇用政策に組み込まれたWLB推進

施策は、「企業の合理性を求める人事戦略とし

て（原2013：36）」WLBを達成するという制約

の中でおこなわれる。そこには、女性のフルタ

イム正規労働者に対するWLB推進施策と、

パートタイム労働などの雇用の流動性が共存し、

後者が前者を支える形になってしまう（原2013：

38）。これは、労働市場の二重構造の中で、

WLB推進は一部の労働者のみ恩恵をうける施

策となりうることを意味する。したがって、

WLB推進施策は、「本来、ジェンダー平等に

よって達成される」ものという前提に立ち返り、

社会的ケア概念を用いたケア・レジーム論とし
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てとらえることが必要であると原はいう。

では、社会的ケア概念を用いたケア・レジー

ム論とはどういうものか。この論点は後に触れ

るが、その前に、ケアの定義と特徴を明らかに

しておく。

第3節　ケア概念の特徴

本節では、育児や介護を含むケア概念を明ら

かにするため、ケアの定義と特徴を先行研究を

もとに検討する。分析に用いる先行研究は、

Daly and Rake（2003＝2009）、Fisher and Tronto

（1990）、Tronto（2015＝2020）、The Care Collective

（2020＝2021）、Daly and Lewis（1998）、原（2016）

の6つである。

（１）Daly and Rakeのケアの定義

デリーとレイクの研究では、「病気の人々、

高齢者、扶養すべき子どもを世話する活動や関

係に関連づけてケアが定義される（Daly and 

Rake 2003＝2009：49）」といい、ケアの特徴

を３点挙げている。まず、ケアは、親密な対人

関係に基づいた行為であるとともに、社会的に

必要な活動でもある。前者は、ミクロレベルの

関係性を示し、ケアを提供する側とケアをされ

る側の双方が個別の関係性を築くため、特殊性

を伴うものである。後者は、マクロレベルで対

応するものであり、このレベルでは、ケアを社

会の一部とみなし、社会に不可欠なものである

という意味で、一般的である。このように、ケ

アを重層的な視点でとらえていることがわかる。

次に、ケアは道徳的な要素を含む行為である。

道徳的というのは、個人的な関与を伴い、個人

向けのサービスを提供する中で生じる。そして、

アカデミックな概念としてケアを捉えると、一

方で、主なケアの担い手である「女性の人生経

験を調査し説明するために利用する概念」であ

り、他方で、「社会政策の分析ツール」として

用いられる概念である。前者は、「女性の社会

的役割を確認する物質的・イデオロギー的方

法」に注目し、後者は、「社会政策がどのよう

にその需要と供給の管理をはかってきたか」と

いうことに注目する（ibid. : 50）。

ケアをアカデミック概念として社会政策的立

場から捉えると、従来の社会政策と異なり、複

雑性を内包する概念である（ibid. : 51）。第1の

理由は、経済的なニーズを満たすことに重きを

置く従来の社会政策と異なり、ケアに関する

ニーズ充足のための政策は、国家、市場、コ

ミュニティ、家族というケアの提供主体5が、

どの程度、労働、コスト、責任を有しているか、

その配分の変更に関わるものだからである。こ

れは提供主体の多元化による複雑性といえる。

第2は、サービス、時間、経済的支援という3

つの政策を通じて、ケアを提供する側・受ける

側双方のニーズ充足を伴うからである。つまり、

従来の社会政策は所得補償が主流であったため、

福祉国家としては「1次元的な方法」で対処す

ればよかったが、公共政策としてのケアは、

「少なくとも3次元的な方法」をとる必要がで

てきたことから、複雑性が増したといえる（ibid. : 

51）。第3だが、ケアは多くの支持者をもつ政

策的利益があるからである。支持者とは、「ケ

アを構成する一連のニーズを求める人や、ニー

ズを満たそうとする、あるいはみたすことを担

当する関係者」を意味する（ibid. : 51）。つまり、

ケアの提供者側と利用者側の両者のニーズ充足

の方法を検討する必要がある点も、複雑性が増

す。第4は、「先進福祉国家であってもケアは

完全に公的な（専門の）環境で供給されること

がない」からである（ibid. : 51）。福祉国家が

熱心にケア政策を充実しても、市場によるサー

ビス提供や家族などのインフォーマルな領域で

のケアの提供がなくならないという複雑性もあ
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る。したがって、「福祉国家はケアを直接給付

するか、個人の生活において人びとにケアを与

え（続け）られるように資金を給付する」必要

がある（ibid. : 51）。

デイリーとレイクは福祉国家が提供するケ

ア・プログラムを４つのタイプに整理する（ibid. : 

51-52）。第1は、現金給付や給付金である。つ

まり、クレジット、税控除といった金銭的な社

会保障給付である。これらは、人々に金銭的な

ケア給付あるいはケアを利用する際に発生する

経済的コストを補償するものである。具体的に

は、児童手当、家族介護給付金、扶養控除など

がある。第2は、育児休業、介護休業、看護休

暇、介護休暇、キャリア・ブレイク、フレック

スタイム、労働時間の削減といった、雇用関連

の政策である。これらは、ケア役割を担うため、

就労時間を減らし、ケア時間の確保を支援する

政策である。第3は、訪問介護や地域密着型

サービスの利用、保育所や介護福祉施設などへ

の入所といった現物給付である。これらは、直

接的にケアを給付するもので、家族介護者によ

るケアが家族以外の外部によって代替・補完さ

れる。第4は、ケア費用の助成金や保育のため

のバウチャーなど、国家以外から給付されるケ

アの奨励金である。これらのケア・プログラム

は、ケアの供給主体の行動を左右し、ケアの社

会的分配や責任を変える影響力をもつ。

（２）トロントとフィッシャーのケアの定義

トロントがおこなったフィッシャーとの共同

研究では、ケアを次のように捉える。つまり、

「最も一般的なレベルでは、ケアは人類の活動

（a species activity）としてとらえることを提案

する。それは、私たちが可能な限り、この世界

の中で生きていけるように、世界を維持し、継

続し、修復するために行うすべての活動を含ん

でいる。その世界には、私たちの組織、私たち

自身、そして私たちの環境が含まれ、私たちは、

それらすべてを、生命を維持する複雑な網の目

の中に織り込もうとする」ものであり、ケアを

人びとの「生」（生命、生活、生涯）を維持する

ための根元的な概念と位置づける（Fisher and 

Tronto 1990：40）。また、トロントは、別稿で、

「ケアは、わたしたちの生活のいたるところで

みられ」るものといっており、「生」にとって

不可欠なものととらえている。ケアは、必要を

満たすものだからこそ、常に関係的な概念であ

る一方、一般的に、ケアの水準は、ある社会の

価値にそって可変的である（Tronto 2015＝2020：

25）。したがって、ケアには、個別の関係性に

基づく要素と社会的な水準としてとらえる要素

があることがわかる。

また、フィッシャーとトロントは、「最善の

ケア活動を決定することは、至難の業」である

ことを指摘する。その上で、最善なケア活動の

決定は、「どのようなケアが必要とされている

のかを吟味し、そのニーズを満たすための、民

主的なプロセスが確立されているかどうかに、

かかっている」という（Tronto 2015＝2020：

26）。最善なケア活動の構成要素として、第1

に関心を向けること（Caring about）、第2に配

慮すること（Caring for）、第3にケアを提供す

ること（Caregiving）、第4にケアを受け取るこ

と（Care-receiving）の4局面が存在する（Tronto 

2013、Tronto 2015＝2020：27-29）。

第1の局面である「関心を向けること」につ

いて、ケアはニーズを満たそうとすることから

始まるが、実際は、あるニーズを見極めること

は複雑な仕事である。Fraser（1987）の「ニー

ズ解釈の政治」をめぐるような複雑な思考を必

要とする場合もある。ケアの受け手に関心を向

けることは、人びとを「より注意深く
0 0 0 0

attentive 

（Tronto 2015＝2020：30）」（傍点は原文ママ、

以下同様）」してくれ、ケアのニーズを見極め
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ることにつながる。

第2の「配慮すること」とは、ニーズの対象

に目を向け、責任を引き受け、何かがなされな

ければならないと認識することである。これは、

「より責任ある
0 0 0 0

／応答可能な
0 0 0 0 0

responsible存在

（ibid. : 30）」になることを意味する。また、「責
任を引き受けることは、どのようなときに責任

が果たされ、あるいは誰も責任をとらないの

か」という事態に気づく目を養うことにもつな

がる。

第3の「ケアを提供すること」には、第1局

面とは異なる複雑さが加わる。理由は、ニーズ

の認識、ニーズに対応する責任、ケアの提供の

それぞれは、必ずしも同じ人物がおこなうわけ

ではないからである。ケアを提供する者は、理

想的とはいえない環境の中でも、ニーズに応じ

たケア活動をこなしていく能力を学んでいくた

め、「より有能に
0 0 0

competent（ibid. : 30）」なって

いく。ここでいう能力は、単に技術的な指標だ

けでなく、卓越さの指標を兼ね備えている。

第4の「ケアを受け取ること」とは、ケアが

成功したかを知る応答を促すものでもある。

「ニーズが満たされたかどうかを知るには、ケ

アの状況やそこに配分された資源を再度検討し、

ケアを改善していくことが必要」である（ibid. 

: 29）。再検討は新しいニーズを認識すること

につながり、再び第1局面に戻り、プロセスが

繰り返される。このように、人びとはケアに対

して「より敏感に
0 0 0

／応答的に
0 0 0 0

responsive（ibid. : 

30）」になることで、ケアの改善につながる。

民主的な制度では、ケアの利用者自身にケアの

質を評価してほしいと考えるし、また、ケアの

利用者の応答から、今後対応が必要な新しい

ニーズが明らかになることに気づく（ibid. : 31）。

以上のように、トロントは、ケアを「複雑な

プロセス」ととらえると同時に、ケア活動の4

つの局面に注目し、各局面において、「民主主

義が機能しているならば、注意深く、責任ある、

有能で、敏感なひとたちで満たされる」と考え

る（ibid. : 31）。人びとは皆、毎日、ケアを提

供する者であり、提供を受ける者でもあるとい

う認識のもと、ケアに満ちた活動のすべては、

絶え間なく周囲でおこなわれている（ibid. : 

31）がゆえに、気付きにくい点である。

そして、トロントは、ケアにはつねに権力が

絡んでおり、政治的な側面からケアを考える必

要性を指摘する（ibid. : 32-37）。ケアはほとん

どの場合、不平等なものであるため、それを是

正するために民主主義的なケアの確立が求めら

れる。その際、トロントは、「ケアを共にする

こと」（Caring with）というケアの第5の局面の

存在を提起する（Tronto 2013：23）。「ケアを共

にすること」は、ケアの第1～ 4の局面に「生

涯を通じてコミットし、そこから利益を受け取

る市民からなる政体全体を想定すること」にな

り、「新しい民主主義の理念」になりうる（Tronto 

2015＝2020：38）。また、この「新しい民主主

義」を、「ケア責任の配分に関わるものであり、
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 00

あらゆるひとが、できるかぎり完全に、こうし
0 0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0 0 0 0 00 0 0 0

たケアの配分に参加できることを保障する
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

」と

定義する（ibid. : 39）。

（３）ケア・コレクティブの「ケアに満ちたオ

ルタナティヴ」

ケア・コレクティヴ6は、著作『ケア宣言』

のなかで、ケアを、「他者の物理的、感情的な

ニーズに直接手当てをするときに人々がなす」

という直接的なケアだけでなく、「生命の福祉

と開花にとって必要なすべての育成を含んだ、

社会的な能力と活動でもある」と定義する（The 

Care Collective 2020=2021：9）。具体的には、

家族ケア、ケアワーカーによるケアホームや病

院でのケア、学校で行われるケア、エッセン

シャル・ワーカーによって提供される日々の
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サービスに加え、図書館のようにモノを貸し出

す事業や化石燃料の使用を抑え緑地を拡大させ

る取組みなど、広範な意味でケアを使用してい

る（The Care Collective 2020=2021：10）。した

がって、ケアは、「政治的、社会的、物質的、

そして感情的な条件を提供するという、個人的

かつ共同的な私たちの能力」であり、これらの

条件によって、「地球に生きる人間とその他の

生物のほぼすべての生命が、この地球とともに

生きながらえ、繁栄することが可能になる」と

説明し（ibid. : 10）、「ケ
ケ ア

アに
リ

満
ン グ

ちたオルタナ
0 0 0 0

ティヴ
0 0 0

」（原文のママ）を実現するために、個

人間の問題から地球規模まで幅広いケアの議論

を展開している（ibid. : 11）。

ケア・コレクティヴは、ナンシー・フレイ

ザーが示した「普遍的なケア提供者」モデル

（Fraser 2013）を全面的に支持しながら、「ユニ

ヴァーサル・ケア」という着想を広げる試みを

している。つまり、お互いをケアし、自然世界

を回復させ、育むための能力を身につけ、高め

るものである。そして、ユニヴァーサル・ケア

は、社会的・制度的・政治的な諸機関を発展さ

せるものであり、「ケアに満ちた政治と充実し

た生の双方を育てあげていくために必要」な概

念ととらえている（The Care Collective 2020=2021：

47）。

また、ケア・コレクティヴは、「ケアに満ち

たコミュニティ」「ケアに満ちた国家」「ケアに

満ちた経済」の形成という構想を提起している。

まず、現在の人びとが「組織化された孤独
0 0 0 0 0 0 0 0

を加

速化するような社会制度の中で生きる」ことを

強いられており、これからは本当に人間らしく

成長するために、「ケアに満ちたコミュニティ

が必要」であると指摘する（ibid. : 79）。「ケア

に満ちたコミュニティ」には、相互支援、公的

な空間、共有された資源、ローカルな民主主義

という4つの特徴がある（ibid. : 80）。相互支援

は、自発的で下から上へと広がっていくことが

多く、同時に、長期間の活動を継続するため、

構造的な支援を必要とする。公的な空間とは、

誰もが共有し、共同で維持され、私的な利益に

左右されない空間を意味する。共有された資源

とは、資源の独占や使い捨てをなくし、道具な

どの物質的な資源だけでなく、オンライン情報

のような非物質的な資源を分かち合うことであ

る。ローカルな民主主義とは、ラディカルな

ミュニシパリズムと協同組合を通じて、地域に

根ざした関与とガバナンスを拡大させることで

あり、ケア実践と福祉活動の拡大と、インソー

シング（再公営化）を通じた公的なセクターの

再建により実現する。これら４つの特徴が相互

に影響し合いながら、コミュニティ・レベルで

の「共有の社会基盤」を形成し、「ケアに満ち

たコミュニティ」を実現する（ibid. : 82）。

次に、「ケアに満ちた国家」とは、「持続可能

なケアの社会基盤を国家内に構築し、維持する

こと」である（ibid. : 105）。ケアの社会基盤と

は、「奥深い相互依存と傷つきやすさの認知に

基礎づけられた」ものである（ibid. : 108）。ま

た、「有償労働に従事する労働を短縮し、家族

的な環境であれ、その他の環境であれ、人々が

ケアをする自らの能力を拡張するために適切な

時間と資源をもてるようにすること」も、ケア

の社会基盤である（ibid. : 117）。したがって、

人間を相互依存性や脆弱性を伴う存在として認

識し、自立概念の再考を必要とする（鈴木 2023）。

そして、家庭外の主体をケアの提供者として重

視するわけでなく、家族自らがケアの供給主体

としてケアの能力を高められるよう、ケアの時

間と資源の確保を福祉国家に求める。

加えて、「ケアに満ちた国家」は、ケアに満

ちたコミュニティと市場にするため、サービス

と資源を管理すると共に、民主的参加の拡大を

促進する責任を負う（ibid. : 115）。国家レベル
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においては、このような実践は珍しいが、ミュ

ニシパリズムのレベルではすでに始まっている

（ibid. : 119）。その実践は、トロントが示した

ケア・プロセスの第5局面「ケアを共にするこ

と」に通じるものでもある。

さらに、ケア・コレクティヴは、現行のケア

を顧みない経済を見直し、「ケアに満ちた経済」

の構築も提起する。「ケアに満ちた経済」は、

単に市場での交換に基づいてニーズの全てを満

たすだけでなく、コミュニティ、国家、世帯を

含めてニーズを満たすという多様性を受け入れ

た概念である（ibid : 127）。これを実現するに

は、「ユニヴァーサル・ケア」モデルが根付い

た社会のなかに経済を埋め込む必要がある。

「ケアに満ちた経済」への道を開くための前

提条件は、ケアに関わる共有財と基盤を再社会

化し、インソーシングすることである。つまり、

「可能なかぎり平等主義的で、参加型で、環境

的にも持続可能な」（ibid.: 145）市場にするた

め市場の再規制化と共に、「可能なかぎりその

地域に根ざした（ibid.: 147）」市場にするため

市場の地域化も進める。そして、オフラインの

共有財同様、「オンラインあるいはデジタル共

有財も、民主化され、公的・集団的に所有・運

営される（ibid. : 149）」ことを支持する。

以上から、ケア・コレクティヴの考えは、現

在の世界と地球環境の危機に対抗するため、ケ

アを中心にすえた社会づくりを提起するもので

ある。つまり、「ユニヴァーサル・ケア」を実

現するため、「真に集合的で共同的な生の形を

取り戻し、資本主義市場に代わるオルタナティ

ヴを適用し、ケアの基盤の市場化を逆転させ

る」政治・経済・社会の形成を目指した新たな

ケアを構想するものである（ibid. : 173）。

（４）デイリーとルイスの社会的ケア概念

デイリーとルイスは、ケアの社会的性質を明

らかにすること、ケア提供の再編の性質や変化

の意味を明らかにすること、ジェンダー視点を

用いて分析することの3つを出発点に、「社会

的ケア（Social Care）」概念を提起した（Daly and 

Lewis 1998：1）。もともと、ケア概念は、フェ

ミニスト研究から生まれた。福祉国家がいかに

ジェンダー化されているのか、あるいはジェン

ダー化される可能性があるのかについて分析す

る際に用いられた。他人の世話をする仕事それ

自体をケアと定義し（ibid. : 4）、ケアがいかに

女性に不利な立場を強いるかを分析するもので

あった。時が経つにつれ、ケアの労働的側面に

焦点があてられるようになり、ケアの社会的分

担と、国家の役割というより広範な概念によっ

て補完されるようになった。現実社会において、

ケアは、有償労働と無償労働の領域を行き来し、

その動きは一方向に固まっているわけではない。

また、女性に対するケア関連政策の意味や意義

の解釈も容易でなく（ibid. : 5）、ケアという概

念は論争的で多様な意味合いで使われている。

これらケア概念の特徴をふまえ、福祉国家とケ

アとの関係を分析する際、デイリーとルイスは

「社会的ケア」概念を用いた（ibid. : 6）。

彼女らは、「社会的ケア」を、「援助の必要な

大人と子どもを対象におこなう身体的・精神的

要求を満たす活動に関わるもの」と定義し、社

会的ケア概念を3つの次元でとらえた（ibid. : 

6）。第1は、労働としてのケアの次元である。

この次元では、ケア労働が遂行される条件に福

祉国家がどのような役割を果たしているのかを

分析する。第2は、ケアの義務や責任という規

範的枠組みの次元である。ケアは、他の労働と

異なり、社会的責任と家族的責任のもとで提供

される。この次元では、ケアの社会的関係とそ

の根底にある動機、そしてケアに関する既存の

規範を弱めたり強化したりする国家の役割に焦

点を当てて分析する。第3は、コストの次元で
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ある。コストとは、経済的コストに加え、精神

的コストも含む。この次元では、公私の境界を

越えて、ケアのコストがどのように共有されて

いるかを分析する。

表3－1は、社会的ケアの分析枠組みを示し

たものである。デイリーとルイスは、社会的ケ

アをマクロとミクロの両面からとらえる（ibid. 

: 8）。マクロレベルでは、国家、市場、家族、

コミュニティの間で、ケア労働、ケア責任、ケ

アコストをどのように分担しているか、各セク

ターの分担はどのように変化したのかについて

分析する枠組みである。この考え方はウェル

フェア・ミックスに近い。他方、ミクロレベル

では、家庭内の個人の間で、ケア労働、ケア責

任、ケアコストをどのように配分しているか、

また、ケアが実施される条件がどのように変化

しているかを分析する枠組みである。このよう

に、公私の領域をつなぐ社会的ケア概念は、

「福祉国家が提供する性質と境界を明らかにし、

時代や国境を越えてどのように変化するのかを

明らかにする」際に、有用な分析概念として機

能すると、デイリーとルイスは考える（ibid. : 

7-8）。

（５）原によるWLB政策と社会的ケア概念の関

係性

原（2016）は、福祉国家を社会的ケアとジェ

ンダー平等との関係について考察するとともに、

福祉国家が変容する中で、WLB政策とジェン

ダー平等の関係についても検討している。ここ

でいうWLB政策とは、「雇用、ケア、福祉を総合

する政策」を意味する（原2016：229）7。WLB推

進施策は、国家だけでなく、市場、勤め先、コ

ミュニティによって提供されるものであるが、

このうち、国家が提供するものを、本稿では、

WLB政策と呼ぶ。

原は、現在のWLB政策が、雇用政策と少子

化対策という2つの柱のもとで道具主義的に変

容したとして批判し、時間政策とジェンダー平

等の観点からWLBの理論をとらえなおす必要

性を説いた（原2016：230）。WLB政策は、有

償労働だけでなく、無償労働の意義を認め、ケ

アをすることとケアから解放されることのいず

れも権利として尊重する。したがって、WLB

政策は「雇用、ケア、福祉を総合する」政策と

なるのが必然的であり、WLB政策分析には、

マクロレベルとミクロレベルの双方に注目する

社会的ケア概念を用いることが妥当と考えられ

表 3－ 1　社会的ケア概念の詳細

資料　Daly and Lewis（1998：8）をもとに筆者作成。

マクロレベル ミクロレベル

概念 国家、市場、家族、コミュニティ間のケア（労
働、責任、コスト）の分担

家族およびコミュニティ内の個人間のケア（労
働、責任、コスト）の配分

指標

・ケアの基礎構造（労働、サービス、給付）
・セクター間におけるケアの供給の配分

・誰がケアをおこい、誰がケア給付を受け取る
のか

・どのような経済的、社会的、規範的条件のも
とでケアがおこなわれているのか

・ケアを担う世代の女性の経済活動パターン

変化の
軌跡

・配分の拡大／縮小
　　国家
　　市場
　　家族
　　コミュニティ

・ケアの配分の変更
・ケアラーのアイデンティティの変化
・ケアがおこなわれる条件の変化
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る。

また、WLB推進施策には、勤め先によるフ

リンジ・ベネフィットが含まれるが、現在の労

働契約では、労使が対等な関係で交渉すること

が難しい実態がある。このことをふまえ、原は、

ジェンダー平等を実現するため、不完全な労働

契約の下では、政府が公的な介入をおこない労

働者の権利を法的に保障することが求められる

という（原2016：237）。WLB推進施策の社会

的な底上げを図るためにも、国家の役割に注目

し、社会的ケア概念を用いてWLB政策を分析

することの意義を提起するものといえる。

（６）本節のまとめ

本節では、先行研究にもとづきケア概念の特

徴をみてきた。ポイントをまとめると次のよう

になる。

・ケア概念は、ミクロレベルとマクロレベルに

分けてとらえる重層的な概念である。前者は、

主に、家庭内の男女間のケアの労働・責任・

コストの分担とその変化に関するもの、後者

は、主に、国家、市場、コミュニティ、家族

といったケアの供給主体全体に注目し、それ

ぞれのケアの労働・責任・コストの分担とそ

の変化に関するものである。ケアの重層的な

視点は、今回取り上げた複数の先行研究でみ

られた。

・ケアの政策範囲は多様である。ケア政策は、

サービス、時間、経済的支援という「3次元

的」政策（Daly and Rake 2003=2005）であり、

従来の所得保障中心の政策と比較すると複雑

である。

・ケアのプロセスは、関心を向けること、配慮

すること、ケアを提供すること、ケアを受け

取ること、ケアを共にすることの5つの局面

がある（Tronto 2015=2020）。ケアは、第1か

ら第4の局面が繰り返され、複雑なプロセス

をたどる。また、第5の局面であるケアを共

にすることは、ケアの分配への参加を保障す

るものでもあり、不平等を是正する民主主義

的なケアの確立に寄与する。

・「ユニヴァーサル・ケア」が根付いた社会に

するには、ケアの倫理を重視し、従来のコ

ミュニティ、福祉国家、経済システムを見直

し、ケアに満ちた社会に再編する必要がある

（The Care Crective 2020）。ケアの社会基盤を

ふまえて、人々は、相互依存性と脆弱性を伴

う存在である。これは、「生活者が他者との

協同行為を通じた相互作用によって実現する

自立」を前提としたものである（鈴木2023）。

・WLB政策は、雇用、ケア、福祉を総合する

政策（原2016）である。ケアの特徴を把握

した上で、労働者がケアを継続するための

WLBの推進について、「社会的ケア」という

概念を用いて、経済的支援と時間保障、市場

や政府によるケアサービスをマクロとミクロ

の両面から分析することが求められる。

第4節　�脱家族化概念を用いた
	 WLB推進施策の分析枠組み

本節では、エスピン・アンデルセンの福祉レ

ジーム論と、それに対するフェミニスト福祉国

家論からの批判の中で確立した、脱商品化概念

と脱家族化概念の特徴を明らかにする。この作

業を通じて、仕事とケアの両立に関わるWLB

推進施策の構造の検討につなげていく。

（１）エスピン・アンデルセンの福祉レジーム

論における脱商品化と脱家族化

エスピン・アンデルセンは、比較政治経済学の

視点から、欧米の国 を々3つの世界に類型化した8

（Esping-Andersen 1990＝2001、Esping-Andersen 

1999＝2000）。この類型化研究は、「福祉が生
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産され、それが国家、市場、家族のあいだに配

分される総合的なあり方（Esping-Andersen 1999

＝2000：64）」である福祉レジームに焦点をあ

てた研究であったため、福祉レジーム論と呼ば

れるようになった。類型化の際、使用された概

念は、脱商品化（de-commodification）と階層

化（hierarchy）9である。

エスピン・アンデルセンは、ポランニー

（Polanyi 1944＝2009）やオッフェ（Offe 198210）

の議論を拠り所にし、脱商品化を「個人あるい

は家族が市場参加の有無にかかわらず社会的に

求められた一定水準の生活を維持することがど

れだけできるか、というその程度」と定義した

（Esping-Andersen 1990＝2000：41）。この概念

は、「労働力商品化の根絶（ibid. : 41）」を意味

するものではない。エスピン・アンデルセン自

身、脱商品化は「賃労働関係に全面的かつ後戻

りできない形で組み込まれてしまった個人に対

してだけ意味をもつ」ものであると明言してい

るように、個人の労働力がすでに商品化されて

いることを前提とした概念である（Esping-Andersen 

1999＝2000：76-77）。したがって、労働力の

商品化と脱商品化は二項対立の関係ととらえる

のではなく、社会権が導入されたことで、労働

力は純粋な商品という性格が薄れていった

（Esping-Andersen 1990＝2001：23、武川1999：76）。

事実、社会権を保障するため社会サービスが提

供されるようになり、「市場に依存することな

くその生活を維持できるようになって、労働力

の脱商品化が生じる」こととなった（Esping-

Andersen 1990＝2001：23）。

脱商品化の程度を測るため、エスピン・アン

デルセンは、老齢年金、疾病給付、失業給付に

関する所得補償を指標に用いている（ibid. : 60-

61）。これらの指標からもわかるように、脱商

品化は、「福祉国家とフル・キャリアの標準男

性労働者との関係」を分析するには適した概念

であったが、そもそも社会から家事労働を強い

られ、有償労働に参加することに制約があった

女性の存在を等閑視した分析枠組みであった。

脱商品化を用いた分析枠組みに対して、フェ

ミニスト福祉国家論から、多くの女性は労働力

の商品化以前の状態にあり、エスピン・アンデ

ルセンの福祉レジーム論はジェンダー視点を欠

いた分析であると批判が寄せられた（Lewis 

1992、Orloff 1993、Daly 1994等）11。これに対し、

エスピン・アンデルセンは、「ほとんどの福祉

国家が、最悪のケースでは商品化以前の立場に

女性を閉じ込め、その状態を再生産しているこ

と」は問題であると認識し、「脱商品化という

概念は、福祉国家がまずもって女性の商品化に

手を貸さないかぎり、女性にとっては役に立た

ない」（Esping-Andersen 1999＝2000：76）とそ

の批判を受け入れた。分析枠組みを修正する際、

「多くの女性にとって、市場への依存と機能的

に対応するのは、家族への依存」であり、「女

性の独立には、福祉的義務の『脱家族化』が必

要」であるという視点に立ち、脱商品化概念と

連携した脱家族化（de-familialization）概念が

追加された（ibid. : 77）。

エスピン・アンデルセンは、脱家族化を、簡

潔に「家族への個人の依存を軽減するような政

策」といい、加えて、「家族の互恵性や婚姻上

の互恵性とは独立に、個人による経済的資源の

活用を最大限可能にする政策」と定義した（ibid . 

: 78）。また、脱家族化のレジームは、「家庭の

負担を軽減し、親族に対する個人の福祉依存を

少なくしようとするレジーム」を意味する（ibid. : 

86）。脱家族化と対になる概念は家族主義であ

るが、「家族敵視」とは異なる（ibid. : 86）。家族

主義は、伝統的な家族的価値を重視したキリス

ト教的保守主義の立場である。この立場を家族

主義的福祉レジームと呼び、「最大の福祉義務

を家族に割り当てる体制（ibid. : 77-78）」であ
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り、「家庭こそが家族の福祉の責任を第一に追

わなければならないと公共政策が想定（むしろ

主張）するようなシステム（ibid. : 86）」を内

包している。これらの定義から、脱家族化概念

は、家庭内のケア関係やケア労働といった福祉

義務から解放する政策によって、家族から自律

した生活を送ることができる程度を表している

といえる。そして、脱家族化は、労働力の商品

化とケアの社会化を伴って進行すると考えられ

る。

日本型福祉社会のように、主に女性が「家庭

の責任を負わされ、そのことが彼女たちの就労

による完全な経済的自立を制限しているという

事実を前提にすれば、彼女たちの脱家族化は、

多くの研究が示唆するように、ただ福祉国家の

肩にのみかかっている」ことになる（ibid. : 

78）。このエスピン・アンデルセンの指摘から、

福祉国家が実施する脱家族化政策は、ケア労働

と家族に対するケア責任を負う女性の就労を後

押しするものであった。

女性がケアと仕事を両立させる可能性は、ケ

アサービスへのアクセスによって大幅に改善さ

れる（Esping-Andersen1999＝2000： 95-96）。こ

れは、家庭外から適切なケアサービスを提供さ

れない場合、家庭は自らケアサービスを生み出

さざるを得ないためである。仮に、家庭内の他

の家族員がケア労働をおこなうことができれば、

外部サービスの利用は不要かもしれないが、そ

れでは新たに別の者がWLB問題を抱えること

になる。他の家族員も就労している場合は、家

庭外のケアサービスの提供は欠かせない。そこ

で、家庭外のケアサービスの給付状況やケアコ

ストの社会化を把握するため、エスピン・アン

デルセンは、福祉国家の脱家族化指標として次

の4つを用い、福祉レジームの分析をした（ibid. 

: 97-98）。第1の観点は、全体としてどれだけ

のサービス活動がおこなわれたかであり、GDP

に占める健康保険以外の家族サービスへの支出

の割合を指標とした。第2の観点は、子どもの

いる家族への助成が全体としてどれだけおこな

われたかであり、家族手当と税控除の総合的価

値を指標とした。第3の観点は、公的な保育ケ

アがどれだけ普及しているかであり、3歳以下

の幼児に対するデイ・ケアの利用率を指標とし

た。第4の観点は、高齢者に対してどれだけの

ケアが提供されているかで、65歳以上人口に

占めるホーム・ヘルパーのサービス利用者の割

合を指標とした。これらの指標は、ケアに関す

る現金給付や現物給付、税控除が含まれ、政府

によるケア労働とケアコストの社会化の実態を

とらえようとした。加えて、家族のケア負担

（福祉義務）の重さについて、子どもと同居す

る高齢者の割合、両親と同居する失業中の若者

の割合、女性が費やす無償の家事労働時間を指

標として用いた（ibid. : 100）。これらの指標は、

ケアの義務の程度をみるものとして、エスピ

ン・アンデルセンが採用した。

他方、ケアの社会化は福祉国家による政策に

限定されるものではなく、市場やコミュニティ

で供給される財・サービスによって実現する場

合がある。しかしながら、市場を通じた脱家族

化は、不平等を生み出す（ibid. : 104）。エスピ

ン・アンデルセンは、データの制約から育児ケ

アの分析に限定していたが、市場を通じたケア

サービスが安価であり、サービス利用者が低賃

金労働者でない限りにおいて、かなりの程度ま

で市場の代替サービスを通じた脱家族化が実現

できるという。しかしながら、これを成り立た

せているのは、安価なケアサービスとそれに従

事する低賃金労働者の存在であり、階層化を促

すことになる。

エスピン・アンデルセンは、ポスト工業社会

において、家族と福祉国家の結びつきは「ネガ

ティブな性格のものに変化した」と分析する
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（ibid. : 108）。つまり、「家族主義を積極的に推

進したり、代替措置を講じるのを怠ったりする

ことで、福祉国家が主婦をあてにすればするほ

ど、ミクロ、マクロの両方のレベルで福祉の後

退」が生じる。ミクロレベルでは、家族主義が

家族形成と労働力供給に対して逆効果をもたら

し、マクロレベルでは、人的資本の浪費を生み

出す。したがって、「家族主義は福祉国家その

ものの最大の弱点」となりうるといえる（ibid. 

: 108）。

家庭内の無償労働として行われていたケア労

働が、脱家族化政策によって社会化され、労働

力の商品化を実現し、労働力の商品化を支える

ため、脱商品化政策が提供される。エスピン・

アンデルセンは、財・サービス市場や社会政策

に支えられながら、家庭と労働市場とが連携し、

福祉レジームにバリエーションをもたらしたと

とらえたが、新たに脱家族化概念を追加して分

析しても、以前と変わらず、３つの福祉レジー

ムがあると結論づけた。

（２）山森による脱商品化・脱家族化の再定式

山森（2004）は、エスピン・アンデルセンの

理論を分析し、労働力の商品化と脱商品化の関

係性と、家族主義と脱家族化の関係性について

考察した。そして、脱商品化と脱家族化には、

必要条件の水準とそれを超える水準があること

を指摘した。

山森は、商品化と脱商品化の関係性を、商品

化と脱商品化を二項関係ではなく、三項関係で

とらえていることを提起した。第1は、人々を

社会的文化的紐帯から切り離して、「自由な労

働者」にするための労働力の商品化、第2は、

労働力の商品化のために必要な脱商品化、第3

は、労働力の商品化のため、システムの存続の

ためという理由を超えてなされる脱商品化であ

る（山森2004：32）。山森は、2つの脱商品化

のうち、前者を「ポランニー的」脱商品化、後

者を「エスピン・アンデルセン的」脱商品化と

呼ぶ。これは、エスピン・アンデルセンが脱商

品化を、システムの存続のレベル、福祉や安全

が許容可能なレベル、労働者が団体行動をする

レベルと多元的にとらえていることに由来する

（Esping-Andersen1990=2001：41）。これらを公

共政策に対応させると、第1は労働力を商品化

するための経済政策、第2は商品化を維持する

ための社会政策、第3は「エスピン・アンデル

セン」的脱商品化としての社会政策となる（山

森2004：31）。第2と第3の境界は、「市場や労

働のとらえ方によって可変的」なものである

（山森2004：33）。

この考え方を応用し、山森は家族主義と脱家

族化の関係性も三項関係でとらえることができ、

それぞれに対応する公共政策が存在すると考え

た。第1は、「リベラリズムの担い手としての

近代的個人が、男性世帯主という形で成立した

時期」に誕生した家族主義であり、労働力の再

生産の家族化をもたらした政策によって支えら

れた。第2は、家族を機能させ、家族を維持す

る家族支援策であり、山森は「家族化のための

脱家族化」と呼ぶ。第3は、家族を機能させる

という点を超えて展開される脱家族化のための

政策である（山森2004：32）。

第2と第3の脱家族化を進める政策は、労働

力の商品化を経由せずに実施することもある

（山森2004：33）。つまり、脱商品化をもたら

す手段は、労働力の商品化を前提とした政策だ

けでなく、児童手当のような労働力の商品化を

経由しない社会給付も含まれる（堅田2009：8）。

このような脱家族化のとらえ方は、脱家族化を

社会的シティズンシップとの関係から研究した

リスターにもみることができる。リスターは、

脱家族化を「家族関係とは独立して、個々の成

人が、有給労働か社会保障制度を通じて社会的
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に受け入れられる生活水準を維持できる程度」

と定義している（Lister 1994：37）。この定義

から、脱家族化は、つねに労働力の商品化を経

由してみられるわけではないことがわかる。

第２と第３の脱家族化の境目は、「家族の定

義によって可変的」である（山森2004：33）。

エスピン・アンデルセンの理論は、Orloff（1993）

らフェミニストの批判の影響をうけて、脱家族

化の概念化を進めたため、家庭内の無償労働に

縛られていた女性にとって、脱家族化と労働力

の商品化が直結するような分析が中心的であっ

たが、他の経路をたどる脱家族化も存在する。

オルロフは、強制された家庭での役割から女性

を解放する１つの方法として、労働市場へ参加

することを挙げていた。しかし、唯一の方法と

は言っていない。女性を家庭内から解放するに

は、有償労働へのアクセスだけでなく、社会給

付を活用した自律的に世帯を営む能力にも注目

する必要がある（Orloff 1993：318-320、山森

2004：33）。この自律的という語は、市場や結

婚から独立し、自身の生の営みについて自らが

意志決定するという意味がある。このような考

え方に基づき、山森は第3の脱家族化を提起し

た。

（３）ライトナーによる家族政策の類型化とそ

の批判

家族政策が多元化する中、家族のケア機能に

焦点を当て、家族主義という概念の多様性を明

らかにした研究がLeitner（2003）である。ライ

トナーは、ジェンダーに配慮した家族主義の理

論的概念を構築するため、家族政策に注目し、

現実世界における（脱）家族主義的政策を4つ

に分類した。分類に使用した指標は、大きく2

つに分かれる。家族主義化指標は、家族ケアに

対する政策的支援の有無であり、脱家族主義化

指標は、公的な保育サービスの普及度である。

前者は有給の育児休業制度、後者は公的ケアを

利用する3歳以下の子どもの割合を指標として

用い、EU加盟国の分析をおこなった。

ライトナーは、家族政策の類型化に際し、ケ

アを必要とする者に対して、誰がケアサービス

を提供するのかというケアの提供主体と、誰が

ケア責任を負うのかというケアの責任主体とい

う2つの視点からとらえた（ibid. : 357）。そし

て、家族を積極的に支援する福祉レジームと、

ケアの提供主体を市場や国家に移行し、家族を

ケア責任から解放する福祉レジームに大別でき

るとした（ibid. : 357）。前者は、家族のケア機

能の中心に据える家族政策が主流となるのに対

し、後者は、家族が有していたケア機能を社会

化する政策が主流となる。

ライトナーによると、家族主義的政策には、

（1）育児休業や介護休業などの時間権（time 

rights）、（2）現金給付や減税など、ケアのため

の 直 接 的・ 間 接 的 移 転（direct and indirect 

transfers）、（3）個人年金権や他の社会保障制度

への（部分）加入、専業主婦（夫）に与えられ

る権利など、ケア労働に付随する社会権（social 

rights attached to care giving）がある（ibid. : 357-

358）。これに対して、脱家族主義的政策は、公

的なケアサービスや市場を通じたケアサービス

など、家族がケア機能の負担を軽減することを

目的とした政策がある。

家族主義的政策と脱家族主義的政策には、そ

れぞれ強弱が存在し、福祉国家は家族主義的政

策と脱家族主義的政策とを併せもつものととら

え、家族政策を4つに分類した（図4－1、Leitner 

2003：358-259）。第1の積極的家族主義（explicit 

familialism）は、家族のケア機能に依存してい

るため、家族主義的政策を充実し、家族ケアに

対する支援を積極的におこなう。しかし、家族

ケアを代替する脱家族主義的政策の提供は欠如

している。公的な児童保育の普及度が低く、国
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家、市場、コミュニティなど家庭外から提供さ

れる家族ケアを代替するサービスが乏しい。そ

の結果、家族主義を強固なものにし、家族のケ

ア機能が強化される傾向にある。

第2の選択的家族主義（optional familialism）

は、家族主義的政策と脱家族主義的政策が共に

充実している。社会化されたケアサービスに加

えて、時間保障政策やケアコストの補助も提供

される。このタイプでは、家族のケア機能を支

援する一方で、ケアに対する責任から部分的で

あっても解放する選択肢が与えられる。積極的

家族主義と同様、選択的家族主義もケアする権

利が保障されるが、選択的家族主義は、ケアす

る権利とケアする義務を同一視していない12。

この象限に属する国は、ケアする義務を軽減す

る政策的支援がなされたり、公的なケアを利用

している子どもの割合も高かったりする。

第3の消極的家族主義（implicit familialism）

は、脱家族主義的政策が欠如していると共に、

家族のケア機能を支援する家族主義的政策も乏

しい。身近なところに家族ケアを代替するサー

ビスがないため、家族へのケア依存度が高い。

脱家族化は進まないし、家族主義的な政策を積

極的におこなわないため、家族のケア機能は強

化されることもない。したがって、ケアの問題

に対して国家や市場が積極的に取組むことはせ

ず、暗黙裡にケア機能を家族に強いることにな

る。

第4の脱家族主義（de-familialism）は、国家

や市場がケアサービスを提供することによって

脱家族化を促進する一方、家族ケアにたいする

政策的支援は乏しい。したがって、家族介護者

の負担は、部分的に軽減され、家族に対してケ

ア責任を緩和することができる。

家族主義的政策は、家族に家族員のケアに関

するニーズ充足を義務づけるだけでなく、ケア

を必要とする人々に家族への依存を強制するも

のである。他方、脱家族主義的政策は、家族に

対してケアをする義務を抑制すると共に、ケア

ニーズの充足について家族に依存する度合いを

減らすことでもある（Leitner 2003：358）。つ

まり、家族政策には、人びとに対して家族のた

図 4－ 1　ライトナー（Leitner）による家族主義福祉レジームの４類型

注　邦訳は落合（2018）の訳出を使用している。
資料　Leitner（2003：358-259）、落合（2018：108）を基に筆者作成。
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めのケア役割を離脱させる脱家族主義的な政策

だけでなく、人びとがケア役割を担えるよう、

権利として保障する家族主義的な政策も含まれ

る。このような多様性を有する家族政策を整理

し、家族とケアの関係にどのような影響を及ぼ

すのかを明示的にとらえることは、政策がもた

らす効果を分析する際にも有効である。

上述のライトナーの研究に対し、落合は、ラ

イトナーの家族主義的政策は、概念の位置づけ

が不明瞭であると批判し、「家族によるケア

サービスの対価を国家が支払ったり、規制によ

りケア時間を保障したりするという意味では、

再生産コストの『脱家族化』政策（落合2018：

108-109）」であると指摘した。そして、ライト

ナーの分析枠組みを修正し、ケアサービスの脱

家族化と家族化、ケア費用の脱家族化と家族化

という分析軸を提起し、「脱家族主義」、「自由

主義的家族主義」、「支援された家族主義」、「家

族主義」の4類型を導出した（図4－2）。

まず、「脱家族主義」では、公的ケアサービ

スが提供され、ケアサービスの脱家族化が進む

と共に、公的ケアサービスの提供は国庫からの

財政的補助が相当程度なされるため、ケアサー

ビスもケア費用も脱家族化が進むととらえる。

次に、「自由主義的家族主義」は、ケアの市場

化を意味する。家庭外からケアサービスが提供

されるが、ケア費用は家族が負担する13。そし

て「支援された家族主義」では、家族がケアを

提供するが、そのケア労働に対して現金給付や

年金権など、ケア費用に対する社会的な保障が

なされる。最後の「家族主義」は、ケアサービ

スは家族が提供し、ケア費用は家族もしくは本

人が負担するため、ケア労働に対する現金給付

や年金権などの保障はおこなわれないととらえ

た。

第5節　ケアに注目したWLB推進
	 施策の構造

第1・2節では、WLB推進施策にはどのよう

なものがあるのか、WLB憲章の文言、内閣府

の報告書、人的資源論や経営学の先行研究をも

とに、WLB推進施策には多様なものがあるこ

とを確認した。第3節では、ケアの定義や特徴

の分析を通じて、ケア概念をとらえる視点を明

らかにした。第4節では、脱家族化概念に注目

図 4－ 2　ケアサービスとケア費用に注目した家族主義の類型

資料 落合（2018：109）をもとに筆者作成

家族化
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家族主義
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し、家族政策のバリエーションの存在を明らか

にした。これらの分析から、以下3点の知見が

得られた。これらを基に、本節では、WBL推

進施策を分析するための理論的枠組みを検討し

ていく。

１）第3節より、社会的ケアを含むケア概

念がマクロとミクロの両レベルから把

握することが可能である。マクロレベ

ルは、ケアレジーム（ケアの労働、責

任、コストの社会全体の分配）を、ミ

クロレベルは、家庭内のケアの労働、

責任、コストの分担をとらえるもので

ある。

２）山森（2004）より、家族主義と脱家族

化は二分法的に単純化してとらえるも

のではない。

３）ライトナー（2003）と落合（2018）よ

り、家族主義的政策と脱家族主義的政

策は共存可能で、多様なケア・レジー

ムが存在することから、１つのケア・

レジームに収斂されることは難しい。

表5－1は、落合（2018）のケアサービスと

ケア費用に注目した家族主義の類型化に基づき

導出した５種類のWLB推進施策を示した。脱

家族主義に基づくWLB推進施策、自由主義的

家族主義に基づくWLB推進施策、（消極的）家

族主義に基づくWLB推進施策、制度的に支援

された家族主義に基づくWLB推進施策、企業

保障として支援された家族主義に基づくWLB

推進施策である。落合は、「支援された家族主

義」としていたが、家族を支援する主体が政府

の場合と使用者の場合が存在する。WLB憲章

では、使用者もWLBの実現の当事者として位

置づけていることから、政府と使用者を同一視

せずに、分けることとした。

第1の脱家族主義に基づくWLB推進施策は、

保育所や公的介護サービスなど公的なケアサー

ビスの供給体制を整備することで、WLB推進

を図ろうとする。ここでは、家族に対するケア

時間の保障や経済的支援よりも、公的なケア

サービスの供給が重視される。ケア費用は、税

や社会保険料が用いられるが、一部、利用者負

担がかかる場合もある。したがって、家庭内の

ケア労働とケア費用は外部化され、ケア供給体

制は政府による制度が中心となり、その主な財

源は、税もしくは社会保険料である。このタイ

プのWLB推進施策は、労働力の脱商品化が進

んでいく。

第2の自由主義的家族主義に基づくWLB推

進施策は、ケアの市場化を通じてWLB推進を

図ろうとする。ここでは、ケア労働の外部化は

進むが、市場で供給されるケアサービスが主流

となる。費用は、ケアを利用する本人もしくは

家族によって負担される。ただし、市場のケア

サービスの利用促進を推進する制度があった場

合、公的なバウチャーが提供されることがあり

うる。

第3の（消極的）家族主義に基づくWLB推

進施策は、ケアが家庭内に閉ざされた状態であ

るため、家庭の自己責任の下、ケア労働とケア

費用のほとんどが内部化されたままである。

WLB推進施策として就労継続やケアが支援さ

れるのではなく、低所得者に対する所得補償や

現物給付の一環として、ケア労働の継続やケア

費用の補助が提供される。普遍的なケア政策

（家族政策、社会福祉政策など）が乏しいため、

ケアが原因で社会から孤立する場合がある。

第4の制度的に支援された家族主義に基づく

WLB推進施策は、ケア労働のための時間保障

やケアに対する経済的支援を充実する。制度化

されたWLB推進策のため、財源は税や社会保

険料が用いられるが、一部、利用者負担がかか

る場合がある。就労者を対象にした家族政策
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（育児休業制度など）を充実する場合は、労働

力の商品化が前提となるが、就労者に関係ない

家族政策（児童手当など）を充実する場合は、

労働力の脱商品化が進む可能性がある。

第5の企業保障として支援された家族主義に

基づくWLB推進施策は、育児休業制度、介護

休業制度、短時間勤務制度など、法規制を上回

る水準でWLB推進施策を充実するものである。

経営者団体などが後押しし、使用者が積極的に

WLBを推進するものである。ケア費用は、制

度的保障がないため、使用者が負担する場合と、

利用者が負担する場合がありうる。この分類は、

落合（2018）にはなかったが、第2節でみたよ

うに、WLB推進施策には使用者がおこなうも

のも含まれることから、企業保障としてWLB

推進施策を充実する観点を付け加えた。

おわりに

日本政府はWLB推進施策のための法整備を

行い、制度的な支援メニューを整備してきた。

しかしながら、WLBの実現は、政府による法

律や条例、制度の創設・改正だけでは実現でき

るものではない。民間組織によるWLB支援

サービスの存在、家族間の理解・協力、社会全

体の理解が必要である（インテージリサーチ

2020・2022など）。加えて、女性活躍やダイ

バーシティ経営の推進を含めたWLBを推進す

る経営方針の策定、WLB推進体制の整備、自

主的なWLB推進施策の導入など、勤め先の取

組も欠かせない。三菱UFJリサーチ＆コンサル

ティング（2019）では、WLBに関する方針や

推進体制の整備をしている企業では、従業員に

対する幅広い情報提供、幅広い目的と対象が活

用できる制度の充実など、多様な働き方や柔軟

な働き方制度の導入に積極的に取組んでいた

（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング2019：

104）。WLB推進施策は、政府によるWLB推進

政策の充実だけでなく、市場を通じて提供され

るサービス、企業保障、家族、コミュニティな

ど、生活全体に関わる社会システムが大きく関

係している。本稿では、福祉レジーム論やケ

ア・レジーム論の研究成果を活用しながら、

WLB推進施策の理論的構造を明らかにしてき

た。しかし、生活全体に関わる社会システムの

中にWLB推進施策の全体像を位置付けるには

至らなかった。とくに企業保障の観点から

WLB推進施策を検討するには不十分であった。

表 5－ 1　WLB推進施策の分析枠組み

注　図 3－ 2に示した落合（2018）の家族政策の分類をもとに、WLB推進施策の特徴を筆者が加筆した。

落合（2018）に基づく
家族政策の分類 (注 )

WLB推進施策の特徴 ミクロレベル（家庭） マクロレベル（ケアレジーム）
ケア労働 ケア費用 ケアの供給体制 財源

第 1象限 脱家族主義 社会福祉など社会政策を
通じたWLB施策の充実 外部化 （一部）外部化 政府による

制度中心

税
もしくは
社会保険料

第 2象限 自由主義的
家族主義

ケアの市場化を通じた
WLB施策の充実 外部化 本人・家族 市場中心 本人・家族

第 3象限 （消極的）
家族主義

家庭外からのWLB推進
施策の欠如 家族 本人・家族 家族中心 本人・家族

第 4象限
制度的に
支援された
家族主義

家族政策を通じたWLB
推進施策の充実 家族 （一部）外部化 家族中心

税
もしくは
社会保険料

第 4象限の
派生形

企業保障として
支援された
家族主義

企業保障を通じたWLB
推進施策の充実 家族 （一部）外部化 家族中心

勤め先の法定外福利
もしくは
本人・家族
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企業保障の視点は、マクロともミクロとも違う

メゾレベルからの検討が求められる。企業保障

は、職域ごとに異なり、階層化概念との関連も

深い。今後も引き続き、この課題に取組んでい

く。
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1 仕事と生活の調和推進官民トップ会議とは、関
係閣僚と経済界・労働界・地方公共団体の代表
等からなる会議である。

2	「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン
ス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のため
の行動指針」は、施策の進捗状況と経済情勢の
変化を踏まえて、2010年6月に新たな合意が政
労使トップによって結ばれた。

3	 具体的な3つのめざすべき社会像について、
WLB憲章で次のように説明する。つまり、第
一の就労による経済的自立が可能な社会では、
「経済的自立を必要とする者とりわけ若者がい
きいきと働くことができ、かつ、経済的に自立
可能な働き方ができ、結婚や子育てに関する希
望の実現などに向けて、暮らしの経済的基盤が
確保できる」、第二の健康で豊かな生活のため
の時間が確保できる社会では、「働く人々の健
康が保持され、家族・友人などとの充実した時
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間、自己啓発や地域活動への参加のための時間
などを持てる豊かな生活ができる」、第三の多
様な働き方・生き方が選択できる社会では、
「性や年齢などにかかわらず、誰もが自らの意
欲と能力を持って様々な働き方や生き方に挑戦
できる機会が提供されており、子育てや親の介
護が必要な時期など個人の置かれた状況に応じ
て多様で柔軟な働き方が選択でき、しかも公正
な処遇が確保されている」である（ワーク・ラ
イフ・バランス推進官民トップ会議2010）。

4	 WLB憲章は、2007年の策定後、施策の進捗状
況や経済情勢の変化を踏まえて、新たな視点・
取組みを追加し、2010年に改訂された。新
WLB憲章では、WLB実現の効果として、「個
人の時間の価値を高め、安心と希望を実現でき
る社会づくりに寄与する」ことの他、「『新しい
公共』の活動等への参加機会の拡大などを通じ
て、地域社会の活性化にもつながる」こと、
「就業期から地域活動への参加など活動の場を
広げることは、生涯を通じた人や地域とのつな
がりを得る機会となる」ことが追加された
（ワーク・ライフ・バランス推進官民トップ会
議2010）。

5	 これら4つの主体に注目したケアレジームを、
落合は「ケア・ダイアモンド」という（落合
1993）。

6	 ケア・コレクティヴは、ロンドンに拠点を置く
5名の研究者中心となり、2017年から始めた読
書会から生まれた研究者・活動家グループであ
る。ケアをめぐる世界的な危機に取組むことを
目的に活動している（The Care Collective （2020= 
2021）の著者紹介より）。The Care Collective （2020= 
2021）は、経済学者のアンドレアス・ハジダキス
（Chatzidakis, Andreas）、メディア研究のジェイミー・
ハキーム（Hakim, Jamie）、社会学者のジョー・リト
ラー（Littler, Jo）、北米研究のキャサリン・ロッテン
バーグ（Rottenberg, Catharine）、心理学者のリン・
シーガル（Segal, Lynne）によって執筆された。

7	 原のWLB推進施策の捉え方は、ブレア政権時、
大蔵大臣であったジェームス・ゴードン・ブラ
ウンが行ったWLB支援政策の必要性を述べた
2002年4月17日のスピーチを基づいている。
詳細は、原（2016）の第10章注3）を参照のこ
と。

8	 エスピン・アンデルセンの福祉レジーム論では、
労働力の脱商品化と階層化の２つの指標を用い
て、欧米諸国を、社会民主主義レジーム、保守
主義レジーム、自由主義レジームの3つの世界
に類型化した（Esping-Andersen 1990＝2000）。

9	 階層化概念は、職種や社会的階層を構造化する
社会保障給付や社会サービスの差によって生じ
る不平等の程度を示す。エスピン・アンデルセ
ンによると、福祉国家は再分配を通じて平等を
実現する社会装置ととらえて比較分析をおこな
うことはミスリーディングであることから、福
祉レジーム論では、「福祉国家の構造に埋め込
まれた社会的階層化という全く異なったロジッ
クを提示」したという（Esping-Andersen1990=2001 
：83）。彼は、「福祉国家は、階層と社会的秩序
を構造化する最も重要な制度」と考える（ibid. 
: 62）。「福祉国家は、ただ不平等な構造に介入
しこれを是正しうるメカニズムであるばかりで
はなく、それ自体が階層化の制度」である
（ibid. : 25）。階層化に関する指標として、1980
年時点の18の福祉国家におけるコーポラティ
ズム、国家主義、ミーンズテスト付き給付、市
場影響力、普遍主義、給付平等性が使用された
（ibid. : 78-85）。本稿では、脱商品化と脱家族化
の連携を明らかにすることに焦点をあてている
ため、階層化概念に関する詳細な説明は別稿に
譲る。

10	 Offe（1984）は、その後、Offe（2020）として
再販された。

11	埋橋（2011）は、Esping-Andersen（1990=2001）
の福祉レジーム論に対する主な批判を4点に整
理している。第1は、「男性稼ぎ主モデル」を
前提とした脱商品化指標にジェンダー・バイア
スがあること、第2は、3類型に分類できない
国が存在すること、第3は、福祉レジームの類
型論は静態モデルであり、動態的視点がない乏
しいこと、第4は、年金など所得保障制度に
偏った議論であることである。

12	上野は、ファインマンに依拠した「相互行為と
してのケア care as interaction」概念に基づき、
「ケアの人権 human rights of care」が４つの権利
の集合から成り立っていることを示した。第1
はケアする権利、第2はケアされる権利、第3
はケアされることを強制されない権利、第4は
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ケアすることを強制されない権利である。詳細
は、上野（2009）を参照のこと。

13	自由主義的家族主義について、落合（2021）は、
子育て支援の例に挙げ、費用負担は家族がおこ

なうという説明がなされているが、高齢者や障
がい者のケアの場合、本人が費用負担をおこな
うことも想定される。


